
（別表）「介護支援専門員一人当たりの担当件数」

事
業
計
画

１　利用者本位の事業運営

（１）利用者の心身の状況やその置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、
　　適切な医療及び福祉サービスが多様な事業所から提供されるよう、医療機関や介護
　　サービス事業所、その他関連機関との連携体制を強化する。

（２）自立支援の視点に立った居宅サービス計画の立案・実践、および心身の変化や生活
　　課題を早期に把握し、適時適切なサービス調整を行うことで、認知機能の低下や転倒
　　等の事故、疾病の重症化をはじめとする多様な要因による状態悪化を防止するととも
　　に、家族等の介護者負担軽減を図り、在宅生活の継続を支える。

（２）他法人の居宅介護支援事業所と協働による事例検討会を年１回以上実施するほか、
　　地域包括支援センターや関係機関主催の研修会等へ参加することで専門性と実践力を
    高めるとともに、多職種とのネットワーク構築を推進する。

４　適正かつ継続した事業運営

（１）定期的に居宅介護支援業務の相互評価を実施するとともに、事業所内の意見交換や
　　業務点検を継続して行い、業務の標準化と質の確保を図ることで、適正かつ効率的な
　　業務遂行につなげる。

（２）感染症や大規模災害発生時においても業務を継続できるよう、業務継続計画に基づ
　　く研修・訓練を実施するとともに、当該計画の定期的な見直しを行い実効性の確保に
　　努める。あわせて、緊急時には事業所で整備している「緊急時利用者連絡先一覧」を
　　活用した迅速な利用者対応を行い、同一覧についても適宜更新する。

（３）虐待防止、感染症予防及びまん延防止に関する各指針に基づき、委員会や研修を実
　　施するなど運営基準の遵守を徹底する。

（１）多様化・複雑化する課題に対応できる専門性の向上を図るため、ヤングケアラー、
　　障がい者、生活困窮者、難病患者等への支援に関する知識習得を含め、各自が課題と
    目標を明確化した個別研修計画を策定・実施し、継続的な自己研鑽に努める。

３　職員の専門性と資質向上を図る

令和８年度　事業計画 事業所名 秋田けやき会居宅介護支援事業所

２　事業を支える安定した運営

33.2 32.0 35.9

（１）利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類または特定の居宅サービス事
　　業所に不当に偏ることのないよう、公正中立に支援するなど運営基準を遵守し、引き
　　続き適切な居宅介護支援を行う。

令和7年度(見込） 令和8年度（目標）

（２）地域包括支援センターや医療機関等との連携強化により、新規相談の拡大および利
　　用者の確保を図るとともに、ケアプラン連携システムの導入をはじめとするICTの活
　　用など業務の効率化を進め、受け入れ体制を強化し、介護支援専門員１人あたり、担
　　当件数36件以上を目標とする。

令和5年度（実績） 令和6年度(見込）
36.0

基
本
方
針

１　法人の基本理念や方針、関係法令を遵守・実践し、地域の皆様から信頼される事業所
　を目指す。
２　介護・支援が必要な状態となっても、可能な限り自宅や住み慣れた地域でその有する
　能力を活かし、日常生活を継続できるように支援する。
３　常に利用者の立場に立ち、個々のニーズにあったサービスを提供し、計画に位置付け
　るサービス等が特定の種類・事業所に偏ることがないよう、公正中立な支援を行う。


